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日本では幹線輸送の効率化が喫緊の課題となっている．地域経済の衰退が深刻化する昨今，幹線道路整

備が基礎自治体の経済活動に与える影響を的確に把握することが求められる．しかし，現行の道路事業評

価では経済集積への波及効果は十分に評価されていない．そこで本研究では，高規格道路のミッシングリ

ンク解消が市区町村の経済集積変化に与える影響を把握可能な空間経済分析枠組を提案する．そのために，

デジタル道路地図（DRM）に基づく詳細な道路ネットワークを定量的空間経済モデルに反映し，市区町

村単位で整備の影響を把握できる分析枠組を構築する．そして，反実仮想実験によりミッシングリンク解

消による市区町村レベルの人口変化を調べる． 
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1. はじめに 
 
日本では，電子商取引の需要拡大とトラックドライバ

ー不足の深刻化により，高規格幹線道路などの幹線輸送

の効率化が喫緊の課題となっている．実際，国土交通省

は高規格幹線道路網のミッシングリンクを解消し，全国

的な物流ネットワークの強化を推進している注 1)．一方，

地域経済の衰退が懸念される中，地域生活圏の形成を目

的とした取組みも進められており注 2)，幹線道路整備が

基礎自治体レベルの経済活動に与える影響を的確に把握

することが求められている．これは道路整備が単なる走

行時間短縮にとどまらず，地域間の結節性の変化を通じ

て経済集積を再編させる可能性があるためである．よっ

て，その影響を定量的に把握することが重要となる． 
道路整備の効果を適切に捉えるうえで，経済集積の変

化や地域間相互作用を考慮した広域的な波及効果を評価

することが重要である．日本の道路事業の費用便益分析

マニュアルにおいても，走行時間短縮便益などの 3便益

が中心であるものの，新規立地に伴う生産増加や雇用・

所得の増大などの広範な効果の存在にも触れている注 3)．

この課題は英国の交通プロジェクト評価でも共有されて

おり注 4)，交通ネットワーク改善の地域的波及効果を的

確に把握することが政策上の重要な論点となっている． 
近年，輸送費用の変化に伴う経済集積変化を説明する

手法として定量的空間経済モデル（Quantitative Spatial 
Economics: QSE）が進展している 1)．QSEは地域間の市場

アクセスや労働移動を通じた財の需給関係を一般均衡体

系で表現することで交通基盤整備が経済集積に与える影

響を一貫して分析できる．例えば，Allen and Arkolakis2)は

連続空間での地理・輸送費用を用いて，反実仮想実験に

より地理的条件の変化が経済集積に与える影響を定量化

している．さらに，近年の研究 3),4)では交通混雑やネッ

トワーク構造を理論的に扱うことにより政策評価への接

続を一層進めている． 
しかしながら，既往研究の多くは実在の道路ネットワ

ーク構造をフルスケールで反映した反実仮想実験を実施

しているわけではない．このため，実在の道路ネットワ

ークの接続向上が，地域間の結節性を通じて経済集積を

どのように再編させるかを市区町村といった基礎自治体

スケールで捉える分析枠組は必ずしも整っていない． 



 

 2

そこで本研究は，高規格幹線道路のミッシングリンク

解消が市区町村の経済集積変化に与える影響を定量的に

把握できる分析枠組を提案することを目的とする．その

ために，QSE モデルを用いて市区町村単位の空間を

DRM に基づく道路ネットワークで結合した分析枠組を

構築する．さらに，反実仮想実験によって高規格幹線道

路の接続性向上が地域の経済集積に及ぼす影響を分析す

る．本研究は，QSEの枠組みで，実在の詳細な道路網を

所与とすることで地域間の結節性を的確に捉えた効果分

析を可能としている点に特長がある．  
本論文の構成は次のとおりである．第 2章では本研究

で用いるモデルを説明し，モデルの均衡状態を第 3章で

示す．第 4章でパラメータ設定とそれに用いるデータに

ついて説明する．第 4章では反実仮想実験を実施し，第

5章で結論を述べる． 
 
 
2. モデル 
 
本章では，本稿で用いるSugimoto et al. 5)のモデルを説明

する．このモデルは，従来の QSE モデル例えば 6)が地域間

輸送費用の低下によって地方都市の人口増加しか出力で

きなかったという問題を解消し，パラメータ次第で大都

市への人口増加も説明しうるものである． 
 
(1) 地域・経済環境の設定 

地域は離散的に 箇所存在し，地域の集合は ≡
{1,2,⋯ , }と表現する．地域 ∈ の面積は固定的に

である．地域間は交通ネットワークによって接続されて

おり，地域 , 間の距離は最短経路距離と仮定する． 
次に，この経済には消費者と企業が存在する．消費者

は，地域全体に固定的に 存在し，居住する地域 を選択

できる．各地域 に立地する消費者の数を ≥ 0と表現

する．消費者は自地域の企業に労働を非弾力的に 1単位

供給する．企業は，独占的競争下で収穫逓増の技術によ

り，土地と労働と中間財（差別化財）を生産要素として，

差別化された財を生産する． 
 
(2) 消費者行動 

地域 に居住する消費者の効用がCobb-Douglas型の効用

関数で表されると仮定する: 

( ,ℎ ) = 1 − ℎ . (1) 

ここで， は土地への支出割合を表すパラメータ， は

地域 のアメニティ水準， は差別化財の消費により得

られる部分効用，ℎ は土地の消費量を表す． 
そして，部分効用 は次のように表される: 

= (ℓ) dℓ
∈

. (2) 

ここで， は地域 で生産される差別化財のバラエティ

数， (ℓ)は地域 で生産されて地域 で消費される財バ

ラエティℓ ∈ 0, の消費量である． > 1はこれらの

財バラエティ間の代替の弾力性である． 
消費者の予算制約は次のとおりである: 

= (ℓ) (ℓ)dℓ
∈

+ ℎ . (3) 

ここで， (ℓ)は地域 で生産されて地域 で消費される

財バラエティℓの価格， は地代を表す． 
土地は，Helpman6)と同様に，全ての消費者によって均

等に所有されていると仮定する．そのため，消費者の所

得 は賃金 と地代収入 からなる: = + , (4a)

= ∑ ∈ . (4b)

効用最大化問題から，需要関数が得られる: 

= (1 − ) , (5a)

ℎ = , (5b)

(ℓ) = (ℓ) , (5c)

= (ℓ) dℓ
∈

. (5d)

ここで， は財の価格指数である． 
以上の結果を利用すると，地域 に居住する消費者の

間接効用 が次のように表される: 
= ( ) . (6) 

 
(3) 企業行動 

企業は独占的競争市場の下で土地・労働・差別化財を

投入して財を生産する．規模の経済，消費者の多様性選

好，ならびに供給できる財のバラエティ数に制限が無い

ことから，どの企業も必ず他企業とは異なるバラエティ

の財を生産する．このため，地域 で生産を行う企業数

は，供給する財のバラエティ数 と等しくなる．以降

では，地域 でバラエティℓを生産する企業を地域 の企

業ℓと呼ぶ． 
地域 の企業ℓが財バラエティℓの生産を開始するには，

1 単位の固定的な投入 と生産量 (ℓ)に応じた限界的な

投入が必要となる．Cobb-Douglas 型の生産技術を仮定す

るため，土地・労働・差別化財の投入量と生産量 (ℓ)
の関係は以下となる: 

(ℓ) = ℎ (ℓ)
1 − −

(ℓ) (ℓ) . (7) 
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ここで， ∈ [0,1]， ∈ [0,1]は，それぞれ，可変費用

に関する労働・中間財の投入割合を表すパラメータであ

る．そして，ℎ (ℓ)， (ℓ)， (ℓ)は，それぞれ，可変

費用に関する土地・労働・差別化財の投入量であり，(ℓ)は次のとおりである: 

(ℓ) = ( , ℓ) d
∈

. (8) 

ここで， ( , ℓ)は地域 で生産されるバラエティ財 ∈0, の投入量である．また，固定的な投入は次のとお

り表される: 

= ℎ (ℓ)
1 −

(ℓ) . (9) 

ここで， ∈ [0,1]は固定費用に関する労働の投入割合

を表すパラメータ， (ℓ)は固定費用に関する地域 の企

業が投入する労働の投入量，ℎ (ℓ)は固定費用に関する

地域 の企業が投入する土地の投入量である． 
財の地域間輸送には氷塊型の輸送費用がかかると仮定

する．すなわち，地域 から地域 へ 1 単位の財を輸送す

ると，最初の１単位のうち1⁄ < 1単位だけが実際に

到着し，残りは解けてしまうと考える．このため，地域

で生産された財バラエティℓの地域 における需要量(ℓ)と供給量 (ℓ)との間に，次の関係が成立する: 

(ℓ) = (ℓ),
∈  (10a)

(ℓ) = (ℓ) + ( , ℓ)d . (10b) 

地域 の企業ℓは，独占的競争を仮定していることから，

地域 の消費者の需要関数 (ℓ)を所与として，地域 で

生産されて地域 で消費される財バラエティℓの価格(ℓ) = ( (ℓ)) ∈ と地域 の土地・労働・差別化財の

投入量 (ℓ)， (ℓ)， ( , ℓ)，ℎ (ℓ)，ℎ (ℓ)を設定す

る．ここで，利潤Π (ℓ)は収入から労働・中間財・土地

の費用を引いた，以下の形で与えられる: 

Π (ℓ) = (ℓ) (ℓ)
∈

− { (ℓ) + (ℓ)} 

− ( ) ( , ℓ)d
∈

− {ℎ (ℓ) + ℎ (ℓ)}. 
(11) 

各企業は必ず他企業と異なるバラエティの財を生産す

ることから，その行動は市場に影響を与えない（i.e., 価
格指数に影響を与えない）．その条件の下で利潤最大化

問題を解くと，財バラエティの価格 (ℓ)，土地・労働

の投入量 (ℓ)， (ℓ)，ℎ (ℓ)，ℎ (ℓ)が得られる: 

(ℓ) = − 1 , (12a)

(ℓ) = (ℓ), (12b) 

(ℓ) = , (12c)

(ℓ) = (ℓ), (12d)

( , ℓ) = ( ) (ℓ), (12e)

ℎ (ℓ) = 1 − − (ℓ), (12f)

ℎ (ℓ) = 1 − , (12g)

= , (12h)= . (12i)
ここで， ， は，それぞれ，可変費用および固定費

用に関する生産要素の価格を表す．式(12a)で示されてい

るとおり，財バラエティℓの価格 (ℓ)は財の種類ℓに依

存しない．以降では各変数のℓを省略し， , , , , , , ℎ , ℎ と表記する． 
 
 
3. 均衡条件 
 
本章では本モデルが扱う短期均衡状態と長期均衡状態

の条件を説明する．そして，これらの条件を満足する均

衡状態を得るための解析手順を示す． 
 
(1) 短期均衡条件 

短期的には消費者が地域間を移動できないという条件

下で，土地・財・労働市場が均衡する．この短期均衡状

態を満たす条件は，各市場の清算条件から与えられる．

土地市場の清算条件は以下で与えられる: ℎ + (ℎ + ℎ ) =   if > 0ℎ + (ℎ + ℎ ) ≤   if = 0  ∀ ∈ . (13)

ここで，式(5b)，式(12f)，式(12g)から lim→ {ℎ + (ℎ +
ℎ ) } = ∞となる．したがって，清算条件を満たす地

代 は以下となる: = [ + {(1 − − )
+ (1 − ) } ] 1 . (14)

財市場の清算条件は，式(10)に示すとおりである．企

業の自由な参入・撤退の利潤ゼロ条件は，企業の利潤が

ゼロであることから導かれる: 

+ =
∈

. (15)

労働市場の清算条件は，地域 における労働供給量は

消費者数 で与えられ，労働需要量は( + ) とな

る．したがって，この条件は以下で表される: ( + ) = . (16)
式(10)，式(12)，式(14)，式(15)から次のようになる: 

= ( − 1) , (17a)

= + {(1− − )( − 1) + (1− )} , (17b)

= { ( − 1) + } . (17c)
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式(5d)に式(12a)を代入することで価格指数は次のとお

りに表せる: 

= − 1 ∈
. (18) 

さらに，式(10)，式(12a)，式(15)，式(17a)より，以下の

条件式が得られる: 

= ∑ ∈∈  

∙ (1 − ) + ( − 1) . 
(19) 

式(17b)，式(17c)，式(18)の条件を用いることで，均衡

状態の賃金 ，地代 ，価格指数 および企業数 が得

られる． 
ここで，価格を一意に定めるために，総賃金 =

∑ ∈ > 0を外生的に与えて基準化する．このとき，

地代収入 は次のとおり表せる: 

= 1 + {(1 − − ) + }( − 1) − (1 − )(1 − ){ ( − 1) + } . (20) 

以上の条件から定まる , , と式(4a)を式(6)に代入す

ることで得られる次の式により地域 に居住する消費者

の間接効用が得られる: 
= ( + ) ( )( ) . (21) 

 
(2) 長期均衡条件 

長期的には消費者は効用の高い地域に移動することが

できるとし，その居住地選択行動が定まる状態を長期均

衡状態とする．長期均衡状態は以下の非線形相補性条件

を満たす状態 ∗である: ∗ = ( )  if > 0,∗ ≥ ( )  if = 0, (23a)

∈
= , (23b) 

ここで， ∗ は均衡効用水準を示す．式 (23a) はlim→ ( ) = ∞であることから次の式で表される． ( ) = ( )  for any , ∈ . (24) 
 
(3) 均衡状態の解析手順 

上述した短期均衡状態と長期均衡状態の両方を満たす

均衡状態を得るために，まず，短期均衡条件を用いるこ

とで，短期均衡状態の賃金 ，地代 ，価格指数 およ

び企業数 を得る．次に，得られた , , , を利用し

て長期均衡条件(24)を解く．ここで，長期均衡状態を得

るために次の replicator dynamic注5)を用いる: ̇ = ( ) ≡ { ( ) − ̅( )}, (25a)

̅( ) = ( )
∈

. (25b) 

ただし，式(25)を直接解くことは不可能であるため，ダ

イナミクス方向に徐々に人口分布 を更新することで均

衡状態を解く．具体的には， 回目の更新で得られた人

口分布を ( ) = ( ( )) ∈ と表記すると，人口分布の更

新は以下の形で表される: 
( ) = ( ) + ( ) . (26)

ここで， はダイナミクス方向への人口分布の変化の度

合いを表す正のパラメータである．この方法では，均衡

解として得られた から微小に人口分布を変動させても

式(26)の人口分布の更新によって元の均衡解に戻るとい

った，安定的な均衡状態が得られる． 
 
 
4. パラメータ設定方法とデータ 
 
(1) パラメータ設定方法 

本節では計量分析に必要となるパラメータ設定方法を

提示する． 
, , , , は既往研究に基づき設定する．具体的には，

消費者の土地支出割合 は Davis and Ortalo-Magné7)と同様

に 0.3とする．代替弾力性 は Eaton and Kortum8)と同じく

9.0 を用いる．さらに可変費用に関する労働・中間財の

投入割合 , および固定費用に関する労働投入割合 は

Valentinyi and Herrendorf9)と同様にそれぞれ， = 0.2，
= 0.45， = 0.2とする．  

a) 輸送費用の推定 

輸送費用 は実データから推定することができない

ことから，Redding and Venables10)と同様の方法で推定する．

具体的には，まず， を以下で定義する: 

= time ≤ 1. (27)
ここで， , はパラメータ，time は地域 間の所要時

間である． 
さらに，パラメータ推定のため第 2章で示したモデル

の交易量 が次のように表されることを利用する: ln = FX + ln + FM + const. (28)
ここで，FX は生産地に関する項，FM は需要地に関す

る項，constは定数項を表す． 
以上の式(28)は式(27)より次となる: ln = FX + ln[time] + FM + const. (29)

ただし，ここでのconstはln[ ]を含む． 
式(29)を利用して重回帰分析により を推定する．こ

こで は定まらないが， の水準は短期・長期均衡状態

に何ら影響を与えないため は推定しない． 
b) の設定 

アメニティ水準 は，QSE 研究が採用する標準的な方

法に基づいて，実データ が基準均衡状態となるよ

うに設定する．具体的には，前述で設定したパラメータ

, , , , と人口分布 に基づいて， , , を市場均衡

条件を満たすように設定する．次に，設定された , ,
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を用いて，式(23)の長期均衡条件を満たすようにアメニ

ティ水準 を設定する．ただし，この条件のみでは

( ) ∈ が一意に定まらないため， = 1と基準化する． 
最終的に設定した を用いてキャリブレーションを行

う．この方法で設定したパラメータを用いることでモデ

ルの基準均衡状態 ∗は実データ と完全に一致する． 
 
(2) データ 

パラメータ設定に用いるデータは，2020年を基準とし

て収集・加工して作成する．具体的には，表-1に示すデ

ータを本稿で対象とする 1,741市区町村別に設定する． 
消費者数 ： 国勢調査の就業者数を使用する． 
面積 ： 国土数値情報の土地利用 3次メッシュのうち，

経済活動に利用可能な土地利用用途（i.e., 田，その他の

農用地，建物用途）の面積を集計する． 
所要時間time ： デジタル道路地図（DRM）の全道路

（幅員 3.0m 以上の道路）を対象とした道路ネットワー

ク（約 730 万リンク）を作成し（図-1），ダイクストラ

法で探索した市区町村の代表地点間の最短経路の所要時

間を用いる．このとき，代表地点は市区町村役所とする．

また，地域内の所要時間はRedding and Venables10)と同じく

(2 3⁄ ) ⁄ で設定する地域内距離を道路交通センサス

に基づく速度で除して設定する．なお，道路網により輸

送が不可能な地域間のみ航路によって経路を補間する． 
交易額 ： 市区町村間の交易額のデータが存在しな

いことから，物流センサスの輸送量（重量）を代用する．  
 
 
5. 反実仮想実験 

 
本章では前述の方法に基づいて設定したパラメータお

よびミッシングリンク解消の条件設定を示す．そして，

日本を対象とした高規格幹線道路のミッシングリンクを

解消する反実仮想実験を実施する． 
 
(1) パラメータ推定結果 

推定されたパラメータ は-1.225（t 値：-1.716×102）と

なった．これは地域間の所要時間が長いほど輸送費用が

高くなることを示しており，妥当な推定値を得ることが

できた． 
設定されたアメニティ水準 は図-2 のとおりである．

図より，東京・大阪・名古屋といった大都市ほど水準が

高くなることを確認した． 
 
(2) 条件設定 

ミッシングリンク解消は，市区町村間の所要時間を変

更することで表現した．具体的には，国土交通省の高規

格道路ネットワーク図注6)から事業中および調査中の道 

表-1 使用データ 

項目 出典 

消費者数  国勢調査（2020年） 
面積  国土数値情報 土地利用 3 次メッシュ

（2021年） 
所要時間 time  

デジタル道路地図（DRM）（2024年） 
国土地理院 地球地図（航路）（2016
年） 

交易額  全国貨物純流動調査（2015年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1 対象とする道路ネットワーク 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2 アメニティ水準 
 
路区間の起終点を判断し，起終点間を直線距離で接続し

たリンクを前述の道路ネットワークに追加した．そして，

最短経路探索を実施して得られる市区町村間の所要時間

をミッシングリンク解消後の地域間の所要時間とした． 
図-3にミッシングリンク解消前後の所要時間の設定値

から求めた市区町村間の平均所要時間の変化を示す．図

では解消前の所要時間を用いた重みつき平均変化率を示

している．図より，北海道・福島県・長野県・岐阜県・

和歌山県・鳥取県・島根県・山口県・高知県の市区町村

での時間短縮が大きいことを確認した． 
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図-3 ミッシングリンク解消による所要時間変化（％） 
 
(3) ミッシングリンク解消による影響 

前述の条件に基づいたミッシングリンク解消による影

響は学会発表時に報告する． 
 
 
6. おわりに 

 
本研究では，高規格幹線道路のミッシングリンク解消

が市区町村の経済集積変化に与える影響を定量的に把握

可能な分析枠組を提案した．具体的には，Sugimoto et al.5)

を基盤にして，DRM に基づく全道路ネットワークを用

いることで，高規格幹線道路整備の影響を市区町村単位

で分析可能な枠組に拡張した．  
本稿では，市区町村間の輸送費用を推定する際に，重

量ベースのデータを使用した．より適切な地域間交易を

捉えるためには金額ベースのデータが必要となる．近年

では市区町村単位の産業連関表が整備されている 11)．そ

の進展により，市区町村間の地域間交易を捉えるために，

市区町村間産業連関表の整備が期待される．  
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貴東京科学大学教授）」の支援を受けたものである．こ
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NOTES 
注1) 国土交通省 国土幹線道路部会：高規格道路ネットワ

ークのあり方 中間とりまとめ，2023. 
注2) 国土交通省 地域生活圏専門委員会：とりまとめ報告

書，2025. 
注3) 国土交通省：費用便益マニュアル，2025. 
注4) Department for Transport: TAG UNIT 2.1 Wider 

Economic Impacts Appraisal, 2019. 
注5) この方法は，微分可能，消費者の人口増加率が効用

と正の相関を持つ，という望ましい性質を持つため，

新経済地理学分野で標準的に利用されている． 
注6) 国土 交通 省： 高規 格道 路ネ ット ワー ク図，

https://www.mlit.go.jp/road/content/001856544.pdf （ 閲

覧日：2025 年 10 月 10 日） 
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